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	個別的に検討する
●労働基準法上の管理監督者とは
管理職とは、労働基準法など労働法規上に定義はなく、社内あるいは社会で慣用的に用いられている、会社内の上級職員に対する用語です。

したがって、あなたの会社であなたが問題とする「管理職」が労働法上、通常の労働者とは異なる取扱いを受けることになるかどうかは、問題の分野に応じて、個別に検討する必要があります。

監督若しくは管理の地位にある者とは、一般的には、部長、工場長等労働条件の決定その他労務管理について経営者と一体的な立場にある者の意であり、名称にとらわれず、実態に即して判断すべきものである。
（s22.9.13　発基第17号、s63.3.14　基発第150号）

まず、はじめにその「管理職」が労働法上の労働者であるかを検討しておく必要があります。

大阪中央労基署（おかざき）事件　大阪地裁　h15.10.29
中小企業の専務取締役であった者について、「その実態が使用従属関係の下における労務の提供と評価するにふさわしいものであるかによって判断すべきものである」との判断基準から、被災者が専務取締役に就任した後も、その担当する業務は営業であって、その業務に格別変化はなく、他の従業員と同様に、現在の社長から叱責を受けることもあった等の事実認定の下、専務取締役に就任したことをもって直ちに使用従属関係が消滅したということはできない、とし、労働者性を肯定。
朝日放送事件　東京高裁　h4.9.16　東京地裁　h2.7.19
団体交渉を求めた下請労働者の労働組合に対する元請会社（朝日放送）の使用者性の認定についての判断。
地裁は、不当労働行為制度の趣旨などに照らした総合的判断から、直接労働者を支配しているのは元請であり、使用者にあたるとした。

これに対し、高裁は、地裁の「使用者」の判断基準を支持しながらも、「雇用契約の有無という形式をはじめから無視してよいことまで意味するものではない」として、「使用者」とするには「特別な事情」がある場合に限定され、このケースはそれに当たらないと判断、原判決を取り消した。
阪神観光事件　最高裁　s62.2.26
キャバレー経営者である被告人は、楽団２つに対し、演奏料を支払っていた。
演奏料はバンドマスターにまとめて支払われ、その配分や選曲はマスターの裁量にまかされた。
その一方で、店内での禁止事項を示した「心得」が経営者により掲示され、各楽団員の演奏料の源泉徴収も店側で行っていた。
こうした状況下で、１楽団が演奏料引き上げを求め合同労組に加入し、開店前のステージで労働歌を演奏。
これを不満とした経営者が、楽団との請負契約解除を通告した。
バンド側は、団体交渉を求め労働委員会に訴えた。
地方労働委員会、中央労働委員会は、経営者の指揮命令権を認め、不当労働行為に当たる判断したが、経営者はこれを不服として提訴。

東京地裁（s54.8.30）、東京高裁（s57.8.10）は経営者は楽団員の時間管理・労務管理を行っておらず、「使用者」の立場にはないと判断し、労働委員会の命令を取り消した。

最高裁の判断
原判決破棄。
楽団員は、経営者の包括的な指揮下で長年に渡り演奏業務に携わっており、演奏料を労務の対価として受け取っていた。その関係は労働組合法7条の使用者に当たる。
楽団員の採用の決定、欠員のやりくり、各人の演奏料の決定、勤務時間管理が楽団地震に任されたとしても、これを左右するものではない。

株式会社では商法によって「取締役」や「監査役」が置かれています。
これらの役員は株主総会で選出され業務執行の決定などに関わります。

会社＝使用者との関係は民法の「委任」です。

したがって、これら役員は労働法上の労働者ではないことになり、それ以外は、労働者ということになります。
労働者は、株主総会で選出されるわけではなく、会社に雇用されるからです。

	


	兼務役員
●兼務役員で指揮命令下にあれば労働者
もっとも、工場長や支店長あるいは部長などがこれらの役員を兼ねる場合（使用人兼務役員といわれたりします）のように役員でも代表取締役の指揮命令を受けて会社業務に従事している場合には、その範囲では労働者であり労働法の適用を受けます。
この場合、報酬は役員報酬と賃金とに分かれると考えられますし、役員を解任されたからといって当然に解雇されるというわけではありません。
わたしたちが、｢管理職｣という場合は、このような役員を筆頭に社内で人事や業務などで使用者の代理として管理・監督の職務を遂行する地位にある者を指していることが多いと考えられます。

そうであるとすると、｢管理職」は労働者であるということができます。

法人の重役で業務執行権又は代表権を持たない者が、工場長、部長の職にあっって賃金を受ける場合は、その限りにおいて本条（※労基法第9条）の労働者である。

（s23.3.17　基発第461号）


共同経営事業の出資者であっても当該組合又は法人との間に使用従属関係があり賃金を受けて働いている場合には本条（※労基法第9条）の労働者である。

（s23.3.24　基発第498号）

｢管理職」が労働法上の労働者であるとしても、「管理職」は、労働者や業務を管理・監督する職務を担っていることから、通常の労働者の場合とは別に取扱われる場合があります。

一般に管理職を管理監督者として認識していることが多く見られますが、管理監督者についての行政解釈では、「名称にとらわれず、実態に即して判断すべきもの」としていて、

具体的には、次の条件をすべて満たす者とされています。

(1)

労務管理方針の決定に参画し、あるいは労務管理上の指揮権限を有し、経営者と一体的な立場にあること、
(2)

労働時間、休憩、休日などに関する規制の枠を越えて活動することが要請されざるを得ない、重要な職務と責任を有し、自己の勤務について自由裁量の権限を持ち、出社退社について厳格な制限を加え難いような地位にあること、
(3)

賃金などの対偶面で一般労働者に比べ優遇措置が講じられていること、
 (3).については、基本給や役付手当などで、その地位にふさわしい対偶がなされているか否か、ボーナスなどの支給率などで一般労働者に比べ優遇措置がなされているか否かなどから判断されることになります。

役職名が部長、支店長、店長などの場合でも上記の3つの条件に該当しなければ、管理監督者とは言えず、労働時間について、労働基準法の規制を受けなければならな
いことになります。

大阪中央労基署長（おかざき）事件　大阪地裁　h15.10.29
　
会社専務が、営業車で北陸へ出張に出かけたところ、宿泊先のホテルで急性循環不全で死亡。
家族は遺族補償を請求したが、労基署は労働者ではないとして、不支給決定した。

裁判所の判断
専務取締役であった被災者は「労働者」に該当する。
専務就任までの18年間は営業担当の労働者であったことが明かだが、就任後も業務内容に格別変化がない。小売業を回って注文を取る、商品の出荷作業に従事する、事務所等の清掃も行うことがあり、他の従業員同様に社長から叱責を受けることもあった。
これを否定し、労災保険法の適用がないことを理由とした本件遺族補償給付等の不支給処分は違法。
裁判所としては、業務起因性の有無について認定、判断を留保し、本件処分を違法として取り消す。

エス・エヌ・ケー厚生年金基金事件　大阪地裁　h15.10.23
　
従業員兼役員は基金規約の「役員」に該当するとして、基金加入員資格を有しない。
テラ・マトリックス事件　東京地裁　h15.10.20
　
原告らは、取締役就任後も従業員として勤務し、職務内容も従業員の時と、さほど変わりはない。
被告が支払うべき報酬を賃金として扱い、役員報酬を支給していなかったことからすれば、従業員としての地位を兼務していたと評価することができ、出張旅費等の立替金等請求は認容できる。

興栄社事件　最高裁　h7.2.9
　
専務取締役の名称で会社代表者の業務を代行していた者について、会社代表者の指揮命令の下に労務を提供していたにとどまるものであり、支払いを受けていた「給料」はその対償として支払われたものであって、従業員の退職金規程が適用される。
ゾンネボード事件　東京地裁八王子支部　h5.2.18
　
役職員に対する賃金支払請求事件。
職務内容、経営全般の意思決定への関与からみて名目的な取締役であり、得ていた報酬は労務提供に対する対償（賃金）であるとした。
ケー・アンド・エル事件　静岡地裁　s53.3.28　ほか
　
その判断の基準として労務管理方針の決定に参画し、あるいは労務管理上の指揮権限を有し、経営者と一体的な立場にあること、自己の勤務について自由裁量の権限を持ち出社退社について厳格な制限を加え難いような地位にあること、その地位に対して何らかの特別給与が支払われていること等を考慮して、具体的な勤務の実態に即して決すべきである。


	


	管理職と雇用保険
●役員でも、雇用保険に加入できることが多い
株式会社の取締役、代表取締役、合名会社、合資会社の代表社員、有限会社の取締役が役員とされます。

役員は原則として労災・雇用保険とも被保険者となれませんが、役員であっても、取締役工場長など兼務役員・平取締役などで、 従業員としての身分もあると判断される場合は、雇用保険に加入することができます。

具体的には「兼務役員にかかわる雇用保険被保険者資格要件証明書」に労働者名簿・出勤簿・賃金台帳・登記簿謄本などの写しを添付して、兼務役員等に就任したときにハローワークに提出します。

労働者かどうかの判断基準は次のとおり

1. 役員報酬と賃金の割合

月々支払われる役員報酬よりも賃金の占める割合が多ければ労働者性が強いということになります。決算書等経理書類で計上することになります。
2. 就労実態

業務遂行の実態が経営者による指揮命令の範囲内で行っていれば、労働者的性格が強いということになります。
3. 労働基準法の適用状況など

専任役員・使用人兼務役員の相違
　
使用人兼務役員
（取締役○○部長等）
専任役員
（専務取締役・常務取締役等）
労災保険
使用人部分に関して労働者性が認められ、継続して労災保険の補償対象となります。
労働者性が否定されるケースが多く、労災保険の特別加入をしていない限り、補償されません。
雇用保険
使用人部分に関して労働者性が認められ、継続して雇用保険に加入できるので「兼務役員にかかる雇用保険者資格要件証明書」を提出することが必須です。
労働者性が否定されるケースが一般的です。
　

	


	対処法
●管理職（管理監督者）や上級管理職と判断された場合
長時間の時間外労働や休日労働に対し、明らかにそれではまかなえない程度の定額の管理手当しか払われないとき
管理職（管理監督者）であれば、時間外や休日労働の規定が適用されませんので、これにどう対応するかは使用者に任されます。
よって、直ちに許されないとは言い切れません。
時間の運用が自身に任されている管理職（管理監督者）は、運用方法によっては時間外や休日労働の時間を少なくすることも可能だからです。

ただし、前記基準によれば、管理職（管理監督者）にはそれに相応しい待遇が求められますので、基本給や管理職手当がカットされることにより一般従業員より給料額が低くなってしまうような場合は、管理職（管理監督者）としての要件を満たしていないといえます。

なお、深夜業にかかる割増手当については管理職（管理監督者）であっても適用になりますので、労働した時間分の支払いを求められることは当然です。

経営不振を理由に基本給や管理職手当がカットされてしまったとき
不利益変更ですから、相当の理由が必要であり、一方的なカットは許されないと解すべきです。
使用者は経営状況を示し、やむを得ない措置であることを説明して各人の了解を得るべきです。

労働組合に加入して支援を受けたい場合
労組法上の上級管理職でない場合は、管理職（管理監督者）であっても、労働組合に加入しても労組法上の問題は生じません。
ただ、その組合が組合員資格を管理職（管理監督者）に認めているかの問題は残ります。
繰り返しますが、上級管理職であっても同時に労働者であることは、これまでに示したとおりです。
法律は、管理される側（一般労働者）と管理する側（管理職）とが同時に加入するとそれぞれの利害が対立することになるので､両者の混在している団体を法律上の労働組合として認めていないにすぎません。

組合が組合員資格を上級管理職に認めていないのならば、上級管理職だけの組合を考えてみましょう。
上級管理職だけの組合であれば、利害の対立がありませんのでこれを結成することや加入することは一向に差し支えありません。
一般従業員が加入している労組の支援を受けることはできませんが、管理職が自ら結成した組合、あるいは既存の管理職組合に加入することで団結することは可能です。


●管理職（管理監督者）や上級管理者とは判断されない場合

時間外、休日、深夜労働の分の支払いを請求したい場合

当然求められます。
既労働分で、管理職として支給されていた分に不足する額は、遡及して支払を求めることができます。
ただし、賃金の請求権の時効は２年ですので、できるだけ速やかに使用者に対し請求するなど注意が必要です。

企業内の労働組合に加入して支援を受けたい場合
上級管理職でなければ、法律上一般従業員と同一の労働組合に加入することは可能ですが、どこまでを組合員とするか、つまり組合員の範囲ですが、それはその労働組合の意思に任されます。

法律上非管理職と判断されたとしても、労働組合の規約や会社との労働協約で非組合員とされていれば、当然の権利として当該組合に加入することはできません。

協約や規約の改正を求めてあくまで企業内組合に加入する方策を探ることや、独自の労働組合の結成、企業横断的な労組に加入するなどの方法で団結するのも方策と思われます。

法律上は上級管理職でないと判断されても、会社が管理職だと言い張る場合
実際にも問題になっている問題で、非常に対応の難しい例だと思われます。

就業規則上の根拠、権限や賃金条件など必要なデータを収集の上、労働相談情報センター等に相談されることをお勧めします。
然るべき回答を得た上で不足分の時間外や休日労働手当を請求するのがよいでしょう。
管理監督者に当たるとされた例
徳州会時間　大阪地裁　s62.3.31
　
人事第2課長（本部）の時間外・休日・割増賃金の支払い義務の存否について争われた事案。

医療法人の人事第2課長について、看護婦の採否の決定、配置等労務管理等について経営者と一体的な立場にあり、タイムカードの打刻義務はあるもののせいぜい拘束時間の長さを示す程度のものであり、実際の労働時間は自由裁量に任され幻覚な制限を受けておらず、責任手当、特別調整手当が支給されていること等からすると管理監督者に該当し、したがって、割増賃金の支払義務はないとした。

バルシングオー事件　東京地裁　h9.1.28
　
社長の下に取締役を配置し、その下に経営企画室を置き、その下に各事業部門があった条件下で、経営企画室の構成員として経営意思決定をするMD（マネージメント・ディシジョン）及びその支援をするMDSS（マネージメント・ディシジョン・サポート・スタッフ）が、置かれ、各事業部門の最高責任者としてマネージャーが置かれていた場合に、ＭＤＳＳ及びマネージャーの職にあった者は基本給以外に管理職に支払われる特別の手当が支払われ、労務管理上の指揮監督権を有し、経営者と一体的立場にあると認められるので、出退勤管理がなされていたとしても、労違法41条2号の管理監督者である。



	


	管理職と労働時間 
●労働基準法41条でいう管理職の範囲は狭い
労働基準法第41条第2号（適用除外）により、「事業の種類にかかわらず監督もしくは管理の地位にある者または機密の事務を取り扱う者」（管理監督者）について、労働基準法の法定労働時間、休憩、休日に関する規定の適用を除外するとしています。
現在の労働基準法の定める労働時間の規定については、原則として、使用者は、労働者に一日について8時間を超えて労働させてはならないし、同様に一週間について40時間を超えて労働させてはならないとしています（第32条）。
また毎週少なくとも一回の休日が必要です（第35条）し、所定の休憩（第34条）も必要です。これらを超えて労働させたときには時間外や休日の割増賃金が必要です。
このため管理監督者については、残業や休日出勤の割増賃金を支払う必要はありません。

ところが近年、企業において、管理監督者の範囲を広くとりすぎるといった不適切な取扱いにより、結果として支払うべき割増賃金を支払わず、また、過重な長時間労働を行わせている事例が少なからず認められます。

●職制上の役付者がすべて管理職ではない
労基法に定める労働時間、休憩、休日の規定は最低基準を定めたもので、この枠を超えて労働させる場合に法定の割増賃金を支払うべきことは、すべての労働者に共通する基本原則です。

労働時間管理からはずされる管理監督者とは、職制上の役付者で重要な職務と責任を有し、労働時間の規制になじまない立場の者に限られます。
したがって、一般的には、部長・工場長など労働条件の決定その他労務管理について経営者と一体的な立場にある者が該当します。
職制上の役付者のうち、労働時間、休憩、休日に関する規制の枠を超えて活動することが要請され、重要な職務と責任を有し、現実の勤務態様も、労働時間の規制になじまないような立場にある者に限り労働基準法の適用除外を認めるのが、労基法41条の趣旨なので、その趣旨に基づいて管理監督者も限定されることになります。
●深夜勤務・年次有給休暇は適用
ただ、管理職（管理監督者）が適用除外となるのは上記の規定だけです。
管理監督者に労働時間の制限が適用されないからといって、所定労働時間を定めなくてもいいということにはなりません。
むしろ、労働基準法第89条は、「始業及び終業の時刻、休憩時間、休日」を就業規則の絶対的必要記載事項としていますが、管理監督者についても、当然この規定は適用されます。
管理監督者でも、深夜業（午後10時から午前5時まで）については適用が除外されていませんので、割増賃金を支払わなければなりません。
たとえば、ある会社があって、そこは仕事内容の関係でどうしてもあるセクションの管理職は月に10日ほどは深夜0時まで働かないといけない、とします。
その場合には、午後10時から2時間分の割増賃金を実際の残業時間により具体的に計算して支払うのが原則です。
ただし、就業規則等でこれと見合う固定の手当（名目は任意で良いが、深夜割増分を含めていると明記する必要あり）が出されている場合は、深夜勤務の割増賃金を支払わなくても良いことになります。
要するに具体的な計算をしないですむだけで、深夜割増を支払わないでもよいということにはなりません（そもそも管理職の時間管理をするという前提がないため、このような代替措置がおかれている）。
　
また、年少者の深夜業禁止に関する第61条、年次有給休暇に関する第39条の規定は適用されます。
なお、労働基準法関係と労働組合法関係では「管理職」の考え方は若干異なります。

本条（41条→労働時間等の規定の適用除外）は、第4章、第6章および第6章の2で定める労働時間、休憩および休日の規定を提供除外しているものであり、深夜業の関係規定（→第37条の関係部分（深夜の割増規定）、第61条（深夜業の規制）および第64条の3（妊産婦の就業制限（管理職の妊産婦が対象でしょう））の規定が排除されるものではない。 

したがって、本条により、労働時間の適用除外を受ける者であっても、第37条に定める時間帯に労働をさせる場合は、深夜業の割増賃金を支払わなければならない。
ただし、労働協約、就業規則その他によって深夜業の割増賃金を含めて所定賃金がさだめられていることが明らかな場合には別に深夜業の割増賃金を支払う必要はない。
（基発150号　s63.3.14）　

関連事項：労働時間の適用除外→
●役付手当と時間外手当の区分
役付手当より時間外手当の方が高いという逆転現象が起こることも少なくありません。
役付手当を残業手当保障額として設定し、残業時間が長くなった場合には不足額を追加支給するという取扱いは労働基準法に触れるものではありません。
しかし、役付手当と称する以上、職務や責任に対して支払われると理解する方が自然ですから、残業手当と役付手当とは別々に取り扱う方がベターだといえます。

一般的に「管理職には残業は付かない」と考えられていますが、本当の意味での「管理監督者」に該当しない名目上の管理職には、法定労働時間、法定休日、36協定、労働時間の上限を規定した労働基準法が当然に適用されるといえます。
　
「管理職（役職手当受給）」に対し、時間外手当の請求権を認めた判例
橘屋割増賃金請求事件　大阪地裁　s40.5.22
　
一般従業員と同じ賃金体系・時間管理下におかれている名ばかりの「取締役工場長」（本社工場）に対する割増賃金支払義務の存否について争われた事案。
取締役に選任されてはいたが名ばかりのもので、役員会に招かれず、役員報酬なるものも受けていなかった。
また、出退社についても一般労働者と同じ制限を受けており、更に工場長といいながら何ら実質の伴わない形式上の名称に過ぎず、工場の監督管理権はなかったこと等監督若しくは管理の立場にある者には該当しないとするのが相当である。

静岡銀行割増賃金等請求事件　静岡地裁　s53.3.28
　
出退勤の自由がなく、部下の人事考課や機密事項に関与していない「銀行の支店長代理」についての時間外労働に対する割増賃金支払義務の存否について争われた事案。
欠勤・遅刻・早退についての制限を受け、通常の就業時間に拘束されて出退勤の自由がなく、自らの勤務時間について自由裁量権を全く有していなかった。
また、人事に関する事項及び機密事項に関与したことがなく、経営者と一体となって銀行経営を左右するような仕事には全く携わっていなかったことから、管理監督者に当たらないとことは明らかである。
仮に支店長代理以上の者が全て管理監督者に当たるとすれば、被告銀行の一般男子行員の40%の者が労違法の労働時間、休憩、休日に関する規定の保護を受けなくなってしまうという全く非常識な結論となる。

サンド事件　大阪地裁　s58.7.12
　
昇進前とほとんど変わらない職務内容・給料・勤務時間の「課長」職（生産工場）の時間外・休日・深夜労働に対する割増賃金の支払義務の存否についての事案。
課長職にあって役職手当を支給されていたとはいえ、課長昇進前とほとんど変わらない職務内容 であり、 工場内の人事等に関与することはあっても独自の決定権はなく、勤務時間の拘束を受けていて、自己の勤務時間について自由裁量権を有していたものともいえない。
給料、勤務時間の取扱いに照らし、会社の利益を代表して工場の事務を処理するような職務内容、裁量権限、待遇を与えられていたとは到底いえず、会社と一体的な立場に立って勤務しとはいえないことから管理監督者に該当せず、したがって、割増賃金の支払義務があるとした。

国民金融公庫事件　東京地裁　h7.9.25
　
本来の管理職の系列には属さない補佐的な役割を有するにとどまる、国民金融公庫における「業務役」（支店）の時間外労働に対する割増賃金支払義務の存否に関する事案。
国民金融公庫地方支店の総務課長に次ぐ地位にある業務役について、業務役の職務は本来の管理職の系列には属さない補佐的な役割を有するにとどまり、総務課長の権限の一部としての検印業務等を行い、契約係職員に対する超過勤務命令につき総務課長とともに支店長に対して具申する原原を有していたことは認めるものの、それ以上に被告の経営方針の決定や労務管理上の指揮権限につき経営者と一体的な立場にあったことを認めるに足りる事実は存在せず、出退勤の管理についても一般職員と同様であり、管理監督者に該当しないとした。
レストラン「ビュッフェ」事件　大阪地裁　s61.7.30
　
材料の仕入・売上金の管理等を任されているが、出退勤の自由はなく、仕事もウエイター、レジ係等全般に及んでる「レストラン店長」の時間外労働に対する割増 賃金の支払義務の存否について争われた事案。
レストランの店長について、コック、ウエイター等の従業員6、7名程度を統轄し、ウエイターの採用にも一部関連し、材料の仕入れ、売上金の管理等を任せられ、店長手当として月額2万円ないし3万円の支給は受けていたが、他方、営業時間である午前11時から午後10時までは完全に拘束されていて出退勤の自由はなく、むしろタイムレコーダーにより出退勤の時間を管理されており、仕事の内容も店長としての右のような職務のほか、コックはもとよりウエイター、レジ係、掃除等の全般に及んでおり、これら労働の実態を勘案すれば、本件店舗の経営者と一体的な立場にあるとはいえず、管理監督者に該当しないとした。

彌栄自動車事件　京都地裁　h4.2.4
　
タクシー営業センターの係長及び係長補佐の時間外労働に対する割増賃金の存否について争われた事案。
係長級職員は1人当たり約40人の運転手の出金管理・配車管理等を行い、苦情・事務処理を行うが、自らの業務内容、出退社時刻・不就労等につき裁量権を有さず、会社の営業方針全般を決定する営業会議への出席をを求められず、待遇も職務内容に十分見合っていないことから、管理監督者に該当しない。

ほるぷ事件　東京地裁　h9.8.1
　
書籍等の訪問販売を業とする会社の「販売主任」（支社）の時間外労働に対する割増賃金支払義務の存否に関する事案。
営業所を経て支店の販売主任となったが、タイムカードにより厳格な勤怠管理を受けており、支店長会議に出席することもあるが、支店営業方針の決定権限はなく、支店販売課長に対する指揮命令権限も明らかでなかった。
したがって、会社の経営方針の決定に参画する立場になかったことは勿論、労務管理上の指揮命令権限を有する等経営者と一体的な立場にあってものとは認められない。

キャスコ事件　大阪地裁　h12.4.28
　
賃金規定上、時間外手当支給の対象外とされている支店の「主任」についての時間外労働に対する割増賃金支払義務の存否に関する事案。
大阪管理室においては、室長、班長の指揮監督下にあり、一般職位の部下がいるわけでもなく、その出退勤は、出・退社記録（以前はタイムカード）によって管理されており、また、債務者の自宅を訪問し行う債権回収業務についても、室長、班長の指揮監督下に行っていたものと認められることから、監督若しくは管理の地位にある者に該当するとはいえない。
日本コンベンションサービス事件　大阪高裁　h12.6.30
　
国際会議、学会、イベントの企画・運営を業とする会社の「マネージャー職（参事、係長、係長補佐）」（支店）についての時間外労働に関する割増賃金支払義務の存否に関する事案。
役職手当を受け、タイムカードによる打刻をしなくてもよくても、支店の業務量の増大に伴い残業を余儀なくされているため出退勤の自由もなかったのであるから、管理監督者には該当しない。
それぞれの課や支店において、責任者としての地位にあったことは認められるが、他の従業員と同様の業務に従事し、 労務管理に関わっていたとしても、部下からの勤怠の届出に承認を与えたり、考課の際に意見の意見を述べる程度のものは、経営者と一体的立場にあるとまではいえない。

日本アイティーアイ事件　東京地裁　h9.7.28
　
被告会社においては、役職手当、営業手当又は業務手当として相当の金額が支給されていることは前記認定のとおりであるところ、これらが営業職であり、管理職である原告らに時間外・休日勤務手当を支給しないことの代償措置の一面を有することが認められ、労基法37条は、毎月支給する給与の中に割増賃金に代えて一定額の手当を含めて支払うことまでを禁止する趣旨ではないと解せられることからすれば、原告らが行った超過勤務、休日勤務等について、毎月の基本給を基に労基法及び被告会社の就業規則に従って計算した割増賃金の額が右役職手当等の額を超える場合は、その超過する金額を請求することはできるけれども、超えない場合は改めて割増賃金の請求をすることはできないものというべきである。

三栄珈琲事件　大阪地裁　h3.2.26
　
パートの採用権限およびこれに対する労務指揮権を融資、材料の仕入、メニューの決定について一部決定権限を有したものの、欠勤、早退、私用による外出に際しては経営者に必ず連絡し、無断で店を閉める権限がなく、営業時間についても独自に決定できる余地が些少であった喫茶店の店長は、管理監督者にあたらない。
マハラジャ事件　東京地裁　h12.12.22
　
インドレストランのインド人店長について、管理監督者にあたらないとされた。
風月荘事件　大阪地裁　h13.3.26
　
カラオケ店の店長が、管理監督者にあたらないとされた。
光安建設事件　大阪地裁　h13.7.19
　
建設会社の現場監督が、管理監督者にあたらないとされた。
東建ジオテック事件　東京地裁　h14.3.28
　
地質調査会社の「係長」、「課長補佐」、「課長」、「課長待遇調査役」、「次長」、「次長待遇調査役」が、管理監督者にあたらないとされた。
タイムカードの打刻が免除されていたが、就業規則上勤務時間の定めがあり、社内文書により遅刻、早退を慎むべき旨の示達がなされ、支店長らの視認による勤怠管理のもとに置かれている場合、勤務時間が自由裁量に委ねられていたとは、到底評価できない。
また、部下の考課をするとしても、その人事考課には上位者による考課がさらに予定され、最終的には支店長の考課が総合評価とされるようでは、経営者と一体的な立場にあるとはいえない。



	


	法律上の取扱い
●労働基準法関係 
労働時間の規定の適用を受けない労働者として取り扱われるのが主な点です。
この別扱いを受ける労働者は「管理監督者」（労基法第41条第２号）と呼ばれます。
それに該当するかどうかは、大まかには以下の基準を参考にしてください。

管理職（管理監督者）であると判断するのに参考となる基準
(1)

労務管理方針の検定に参画したり、労務管理上の指揮権限を有しており、経営者と一体的な立場にある者
(2)

支社や支店のある会社の本社課長あるいは独立性の高い支社や工場の長以上の者
(3)

上記役職と同等の待遇が与えられているスタッフ職にある者
(4)

一般の従業員より高い給料を得ている者
(5)

ある程度の人事権（推薦する程度ではダメ）を有している者
(6)

出退勤がフリーである者
管理職と判断するのにあまり参考とならない基準
(7)

労働組合との協定により指定された管理職
(8)

会社が指定している一定以上の役職
(9)

管理職手当支給者
(10)

暗黙の了解による一律課長級以上
特に労働組合がある会社の場合は(7)に注意してください。

機密事項取扱者
「機密事項を取扱う者」とは、「秘書その他職務が経営者又は監督もしくは管理の地位に在る者の活動と一体不可分であって、厳格な労働時間管理になじまない者」をいう（基発17号　s22.9.13）。

	


	管理職と労働組合 
管理職も労働者ですので労組法第２条但書に定めた「人事権をもつ監督的地位にある者」などを除き、本来的には、労働組合に加入できます。

実際には、労働協約で管理職全員を組合員から除外する取り決めがなされているケースがありますが、基本的には、労働組合が、どのような労働者までを自分たちの仲間として認めるかを基準に考えるべきです。

今ある組合に加入できない場合は、管理職一人でも加入できる合同労組（管理職ユニオン）も作られています。 
　 

	●労働組合法関係 
憲法第28条は、勤労者（労働者）の団結権、団体交渉権、団体行動権を基本的人権（労働基本権）として保障しています。
「管理職」も労働者ですから労働基本権が保障されます。
したがって、「管理職」は労働組合を自ら結成することも、既にある労働組合に加入することもできます。
その労働組合は、「管理職」が一般の労働者（一般従業員）といっしょの場合でも「管理職」だけの場合でもかまいません。
しかし、｢管理職｣が一般の労働者といっしょの組合（混合組合）が、労組法による特別の救済などを受けようとする、たとえば、労働委員会に不当労働行為の救済を申立てて救済を受けようとする場合は、労組法が求める次の条件を満たしていなければなりません（法適合組合)。
労組法第２条但書１号は、以下の者が参加する組合を法に適合しない組合としています。

その者とは、

(1)

役員
(2)

人事に関して直接の権限をもつ監督的地位にある労働者
(3)

労働関係の計画・方針に関する機密事項に接する監督的地位にあるためにその職責が組合員としての誠意と責任とに直接てい触する労働者
(4)

その他使用者の利益を代表する者です。
この規定が設けられた理由は、労働者が使用者から独立して自主的に組合を運営することは組合の目的を実現できる大前提である、との考えによります。
部分的であれ使用者の利益を実現する職責にある者が混じることはその自主性を害するおそれがあるというわけです。

そこで、上記の意味での「管理職」を上級管理職ということにしますと、「管理職」一般ではなく上級管理職が問題となるわけです。上級管理職は、以下のようです。

混じっていると法適合組合と認められないおそれのある「上級管理職」
1. 使用人兼務役員も含む役員

　
2. 人事を直接左右する決定権を行使できる者。一般的には、総務・労務・人事部門の課長以上の者。

　
3. 労働条件や雇用制度の改変に直接携わり、その機密に接していることから組合員であることとの板ばさみになる者。

混じっていることが問題視されないと思われる「管理職」
4. 総務・労務・人事部門以外の課長の者。

　
5. 人事に関して補助的・助言的な地位にとどまる者。
たとえば、総務・労務・人事部門の課長補佐以下の者。

　
6. 人事を直接左右する決定権といっても、アルバイトといった補助的・臨時的な職務に関する人事は含まれないといってよいでしょう。

　
7. 人事や労働関係に関する機密に直接接する「管理職」もその職務から離れた場合は組合員となることに何ら問題はありません。

 なお、上級管理職であってもその者たちだけで労働組合を作ることに何ら問題はなく、自主性を保ちその他の労組法上の条件を満たせば、法適合組合となります。
この問題に関連して、次の判例では、タクシー会社の営業所長であっても、実質的には労組法第2条但書第1号に該当していないため、その者が労働組合の執行委員長であったとしても支配介入には該当しないとしています。
大阪相互タクシー地位保全等仮処分命令申立事件　大阪地裁　h7.9.4
　
労務担当役員の経験を持つ部長職Ａが職を解任され、営業所長に命ぜられた後、労働組合を結成し、その執行委員長となった。
会社は、Ａに対し、使用者の利益を代表する管理職の地位にありながら組合を結成した行為は、労組法第7条第3号の支配介入を行ったことになるので、会社の賞罰規定の信用失墜行為であり、また、社内の秩序を乱す宣伝扇動だと主張。
Ａ及び課長職Ｂら5名を懲戒解雇とした。
これに対し、当事者は、従業員たる地位の保全と賃金仮払いの仮処分を求めた。

大阪地裁は、以下のとおり判断した。
以前の部長職ならともかく、部長解任後の営業所長の職務は、市場調査名目で営業車に乗務されていたものであって、実質的には労組法第2条但書第1号が規定するような者ではなく、その者による労働組合の結成が社会的非難を浴びるような地位にはなかった。
また、組合は会社側の意を受けて結成されたものではなく、むしろ会社として忌避するところだったので、支配介入がないことも明らかである。
Ｂ課長については、職務内容の大半が機械的なものであり、その権限は、補助的・助言的要素が強い。

こうしたことから、労働組合の結成に関わったことのみを理由とする解雇は不当である。
いずれにせよ、「使用者の利益代表」の範囲は、その肩書きから判断するのではなく、当該会社におけるその職務と権限が他の組合員との関係において同一の組合員として共同の利益を追求することと抵触するか否かを客観的に判断して決めるべきものだといえます。
労働組合法第2条第1項
この法律で「労働組合」とは、労働者が主体となつて自主的に労働条件の維持改　善その他経済的地位の向上を図ることを主たる目的として組織する団体又はその連合団体をいう。但し、左の各号の一に該当するものは、この限りでない。

１　役員、雇入解雇昇進又は異動に関して直接の権限を持つ監督的地位にある労働者、使用者の労働関係についての計画と方針とに関する機密の事項に接し、そのためにその職務上の義務と責任とが当該労働組合の組合員としての誠意と責任とに直接にてい触する監督的地位にある労働者その他使用者の利益を代表する者の参加を許すもの
なお、一般に使用者の利益代表者の範囲を労働協約で定める例がありますが、これはあくまでも確認的意味を持つにすぎません。
明らかに不当に、その範囲を広げたり狭めたりする労働協約の規定は、無効だと判断されます。

	


	通達


	

	管理監督者の（認定）条件 
【監督又は管理の地位にある者の範囲】

法第４１条第２号に定める「監督若しくは管理の地位にある者」とは、一般的には、部長、工場長等労働条件の決定その他労務管理について経営者とー体的な立場にある者の意であり、名称にとらわれず、実態に即して判断すべきものである。
具体的な判断にあたつては、下記の考え方によられたい。

　　　　　　　　　　　　　　記
(1) 原則

法に規定する労働時間、休憩、休日等の労働条件は、最低基準を定めたものであるから、この規制の枠を超えて労働させる場合には、法所定の割増賃金を支払うべきことは、すべての労働者に共通する基本原則であり、企業が人事管理上あるいは営業政策上の必要等から任命する職制上の役付者であればすべてが管理監督者として例外的取扱いが認められるものではないこと。

(2) 適用除外の趣旨

これらの職制上の役付者のうち、労働時間、休憩、休日等に関する規制の枠を超えて活動することが要請されざるを得ない、重要な職務と責任を有し、現実の勤務態様も、労働時間等の規制になじまないような立場にある者に限って管理監督者として法第４１条による適用の除外が認められる趣旨であること。
従って、その範囲はその限りに、限定しなければならないものであること。

(3) 実態に基づく判断

一般に、企業においては、職務の内容と権限等に応じた地位（以下「職位」という。）と、経験、能力等に基づく格付（以下「資格」という。）とによって人事管理が行われている場合があるが、管理監督者の範囲を決めるに当たっては、かかる資格及び職位の名称にとらわれることなく、職務内容、責任と権限、勤務態様に着目する必要があること。

(4) 待遇に対する留意

管理監督者であるかの判定に当たっては、上記のほか、賃金等の待遇面についても無視し得ないものであること。
この場合、定期給与である基本給、役付手当等において、その地位にふさわしい待遇がなされているか否か、ボーナス等の一時金の支給率、その算定基礎賃金等についても役付者以外のー般労働者に比し優遇措置が講じられているか否か等について留意する必要があること。
なお、一般労働者に比べ優遇措置が講じられているからといって、実態のない役付者が管理監督者に含まれるものではないこと。

(5) スタッフ職の取扱い

法制定当時には、あまり見られなかったいわゆるスタッフ職が、本社の企画、調査等の部門に多く配置されており、これらスタッフの企業内における処遇の程度によつては、管理監督者と同様に取扱い、法の規制外においても、これらの者の地位からして特に労働者の保護に欠けるおそれがないと考えられ、かつ、法が監督者のほかに、管理者も含めていることに着目して、一定の範囲の者については、同法第４１条第２号該当者に含めて取扱うことが妥当であると考えられること。

（s22.9.13　発基17号、s63.3.14　基発150号）



	


	都市銀行その他金融機関の管理監督者の範囲（解釈通達） 
【都市銀行等の場合】

都市銀行等（都市銀行１３行、長期信用銀行３行、信託銀行７行）における管理監督者（労働基準法第４１条第２号の「監督又は管理の地位にある者」をいう。）の範囲については、昨年４月に実態調査を行った結果、別紙により都市銀行等を指導することとしたので、了知されたい。

労基法上の管理監督者の範囲

1　取締役等役員を兼務する者
2　支店長、事務所長等事業場の長
3　本部の部長等で経営者に直属する組織の長
4　本部の課又はこれに準ずる組織の長
5　大規模の支店又は事務所の部、課等の組織の長で1～4者と銀行内において同格以上に位置づけられている者
6　1～4と銀行内において同格以上に位置づけられている者であって、1～3の者及び5のうち1～3の者と同格以上の位置づけをされている者を補佐し、かつその職務の全部若しくは相当部分を代行若しくは代決する権限を有するもの（次長、副部長等）
7　1～4と銀行内において同格以上に位置づけられている者であって、経営上の重要事項に関する企画立案等の業務を担当するもの（スタッフ）

（注1）4の本部の課は、部長ー次長ー課長というー般的な組織における課をいい、課という名称が用いられていてもこの基準の適用にあたって適切でない場合には、実態に即して判定するものとする。
（注2）課制をとっていない場合等、この基準の適用する職位がないときは、各職位の権限、責任、資格等により判定するものとする。
（s52.2.28 基発104号の2）



【都市銀行等以外の金融機関の場合】

金融機関においては、かねてより労働基準法（以下「法」という。）第４１条第２号に規定する「監督若しくは管理の地位にある者」（以下「管理監督者」という。）の範囲に関する問題の提起があったところであるが、このたび都市銀行、信託銀行及び長期信用銀行（以下「都市銀行等」という。）におけるこれが取扱い範囲について結論を得たので、これに併せて都市銀行等以外の金融機関における管理監督者の範囲についても、下記要領により取扱うこととしたので了知されたい。

　　　　　　　　　　　　　記

金融機関における資格、職位の名称は企業によってさまざまであるが、取締役、理事等役員を兼務する者のほか、おおむね、次に掲げる職位にある者は、一般的には管理監督者の範囲に含めて差し支えないものと考えられること。

1　出先機関を統轄する中央機構（以下「本部」という。）の組織の長については次に掲げる者
(1) 経営者に直属する部等の組織の長（部長等）
(2) 相当数の出先機関を統轄するため権限分配を必要として設けられた課又はこれに準ずる組織の長（課長等）
(3) (1)～(2)と同格以上に位置づけられている者であっ　て、(1)の者を補佐して、通常当該組織の業務を総括し、
かつ、(1)の者が事故ある場合には、その職務の全部又は
相当部分を代行又は代決する権限を有する者（副部長、部次長等）
従って、(2)の者の下位に属する、例えば副課長、課長補佐、課長代理等の職位は除外されるものであること。

2　支店、事務所等出先機関における組織の長については、次に掲げる者
(4) 支店、事務所等出先機関の長（支店長、事務所長等）
ただし、法の適用単位と認められないような小規模出先機
関の長は除外される。
(5) 大規模の支店又は事務所における部、課等の組織の長で、上記(1)(2)(3)の者と企業内において同格以上に位置づけられている者（本店営業部又は母店等における部長、課長等）
従って、(4)の者を補佐する者で(5)以外の者（次長、支店長代理等）は原則として除外されるものであること。
ただし(4)の者に直属し、下位にある役付者（支店長代理、(5)に該当しない支店課長等）を指揮監督して、通常支店等の業務を総括し、かつ、その者が事故ある場合にはその職務の全部又は相当部分を代行又は代決する権限を有する者であって、(1)(2)(4)と同格以上に位置づけられているものは含めることができること（副支店長、支店次長等）

3　(1)～(4)と企業内において同格以上に位置づけられている者であって、経営上の重要な事項に関する企画、立案、調査等の業務を担当する者（いわゆるスタッフ職）

（注1） (2)の本部の課長等は、権限分配された職務を実質的に所掌する者であって、その地位にふさわしい処遇をうけているものでなければならない。従って、単なる人事処遇上の実質を伴わない課長等は除外するものである。
（注2）支店次長等支店長の直近下位の職制管理者については、その織位にあるからといって、支店長等の職務の全部文は相当部分を代行又は代決する権限を有するものとして取扱うものではなく、その代行、代決の権限が明らかなものに限られる。
従って、本来なら次長制を必要としないような規模の支店等に名目上の次長を置いたり、形式的に複数の次長を置く等、実質を伴わない補佐役は含まれないものである。

　（s52.2.28 基発105号） 



	


	昭和21年8月、政府（厚生省）の公表した労働基準法原案では、労働時間の適用除外について、以下のように想定されていた。

労働時間、休憩、休日に関する規定は農業、林業、畜産業、水産業、海運業、興業、病院及び旅館等の事業の労働及び事業の種類に関わらず事務並びに間歇的な労働に従事する者にはこれを適用しない（39条）



	


	取締役の辞任
●損害賠償責任が生じることもある
ベンチャーなどの分野で起業が行われています。

しかし、実際に協同で会社を興したにもかかわらず、先行き不安で取締役を退任したいと考えている人がいることも事実です。

取締役は会社と委任契約を締結しています（商法254条3項）。代表取締役も同様です。
民法251条1項によれば、この委任解除はいつでもできることになっています。
円満辞任の場合にはまず問題になりませんが、その辞任が会社に損害を与えた場合、会社から損害賠償請求を受ける可能性があります。

辞任届の提出先
ある会社の取締役あるいは代表取締役が辞任しようと考えたとき、その辞任届は誰に対して提出するかが問題になります。

このため、委任者である会社に対して、辞任届を提出することになります。
実際にも、辞任届の宛名を「○○会社御中」という体裁にしてしまうことも十分あり得るでしょう。
取締役の辞任
判例（東京高裁　s59.11.13）によれば、取締役辞任の意思表示は代表取締役に対してすることを要するとされています。
代表取締役は会社を代表して辞任の意思表示を受領する権限があると考えられます。
代表取締役の辞任
代表取締役が辞任する場合には、
(1)他に代表取締役がいる場合にはその代表取締役に対してすることを要し、
(2)他に代表取締役がいないときには取締役会を招集して取締役会に対してなすことを要する、とされています。
(2)のケースでは、取締役会を招集した上で、取締役会という合議体に対して辞任の意思表示を到達させる必要がありますので、その後の紛争が十分予想される場合には、具体的に「○○会社取締役会御中」という宛先にしておくべきでしょう。
商法254条3項
会社と取締役との間の関係は委任に関する規定に従ふ。

民法251条（委任の相互解除の自由）
委任は各当事者に於て何時にても之を解除することを得

(2) 当事者の一方が相手方の為めに不利なる時期に於て委任を解除したるときは其損害を賠償することを要す但已むことを得さる事由あるたるときは此限りに在らず。
商法257条1項
取締役は何時にても株主総会の決議を以て之を解任することを得。但し任期の定ある場合に於て正当の事由なくして其の任期の満了前に解任したるときは其の取締役は会社に対し解任に因りて生じたる損害の賠償を請求することを得。 

　
アイ・ライフ事件　東京地裁　h15.9.29
　
原告の監査役就任の登記は形式的・名目的なものといわざるを得ず、原告は退職するまでの間、従業員としての地位を有していたというべきであり、退職金請求は認容。
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